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地域おこし協力隊による 

事業引継ぎについて 

 

 

経済産業省と総務省は、後継者不在の中小
企業・小規模事業者と事業の引継ぎを希望 
する者のマッチングを促進するため、国が各
都道府県に設置している事業引継ぎ支援    
センターが運営する後継者人材バンクと、総
務省の「地域おこし協力隊」との連携を行って
います。 
 
 中小企業庁では、後継者不在事業者の事
業承継を支援するため、２０１１年度より中小
企業のＭ＆Ａの相談や助言を行う事業引継
ぎ支援事業を開始し、２０１６年度までに事業
引継ぎ支援センターを全国４７都道府県に設
置しています。事業引継ぎ支援センターでは
後継者不在の中小企業・小規模事業者と譲
受を希望する事業者とのマッチングを行って
います。 
 
 地域おこし協力隊とは、都市地域から過疎
地域等の条件不利地域に住民票を移動し、
生活の拠点を移した者を指し、地方公共団体
が委嘱します。隊員は一定期間地域に居住し
て、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ 
ＰＲ等の地域おこしの支援や、農林水産業へ
の従事、住民の生活支援などの「地域協力活
動」を行いながら、その地域への定住・定着を
進めていきます。 
 
 地域おこし協力隊の事業承継支援への活
用に向けて、２０１８年６月より経済産業省と 
総務省との間で連携を開始し、静岡県で開催
されたキックオフイベントを皮切りに、事業承
継に興味がある「地域おこし協力隊」と後継者
不在に悩む中小企業・小規模事業者とのマッ
チング支援が行われるようになりました。 

 こうした連携の取組みを経て都市部から地方に来た
地域おこし協力隊員が、事業引継ぎ支援センターの
支援を得つつ、地域で事業展開を図る後継者不在
の事業を引継ぐというケースも出てきているのです。 
 
では、地域おこし協力隊による事業引継ぎを活用し

た取組みとしては具体的にどのようなものがあるので
しょうか。そこで「後継者マッチング支援事業」の取組
みを推進している島根県浜田市の事例についてみて
いきましょう。 
 
 浜田市が２０１７年に実施した「事業承継に関する 
アンケート調査」によると、同市における６０歳代以上
の経営者の割合が６８．６％を占め、「自分の代で清
算・廃業するつもりと回答した企業」は４２．２％に    
上っており、後継者不在による廃業の問題を抱えて
います。 
 
 こうした状況を踏まえ、意欲溢れる人材を積極的に
受け入れ、地域に蓄積されたノウハウや技術といった
企業価値を次世代に受け継ぎ地域経済の活性化を
図るため、後継者不在の市内事業所の事業引継ぎを
目的とした地域おこし協力隊員を募集しています。 
隊員の活動は、市内事業所の後継候補者として事業
承継（市内事業所の事業を譲り受けた起業も含む）を
行うこととされ、２０１９年度に２名の募集が行われまし
た。 
 
 活動内容としては、委嘱日から最大１年６ヶ月間を
「後継者マッチング期間」として位置づけ、この期間に
商工団体の補助的な業務に従事しながら事業承継
の知識や地域の実情について学びつつ、後継者不
在の事業所と積極的にコミュニケーションを図り、後
継候補者として研修する事業所を決定していきます。 
 
 研修先事業所の決定以降は「研修期間」として位置
づけ、研修生として後継者不在の事業所に従事しつ
つ「事業承継計画書」を作成していきます。 
 
 このように、地域おこし協力隊のスキームを活用して
後継者不在の中小企業の事業承継を推進していくこ
とが期待されているのです。 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                


